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地殻変動観測からみた新潟県中越地震と周辺のテクトニクス

)今給黎哲郎 1

)国土地理院 地理地殻活動研究センター 地殻変動研究室、室長1

はじめに1.

明治から昭和にかけて行われた三角測量等の測地測量の結果、および最近約１０年間の 観測の結果GPS

から 日本海東縁から新潟 跡津川 琵琶湖を経て神戸に至る顕著な帯状の圧縮歪み場が存在することが指、 、 、

摘されていた（ ） 。平成１６年（２００４年）新潟県中越地震は、新潟―神戸構造帯とSagiya et al. 2000

名付けられたこの歪み集中帯の一部である新潟県中越地方で発生した 地殻変動の傾向は地震発生前もその。

傾向にそったものであり、地震時の地殻変動は東西圧縮の逆断層のメカニズムを示している。

観測による定常的地殻変動2.GEONET

国土地理院では、地殻変動

監視および基準点網構築のた

1229 2004め、全国に 点（

年 月現在）の 連続11 GPS

観測点（電子基準点）を設

置・運用している。電子基準

点の標準的な観測点間隔は

～ 、南関東・東20 25km

海から四国にかけての太平

洋沿岸では ～ で15 20km

ある この全国に展開され。

た電子基準点網と その観、

測データを収集・解析・提

供するつくばの中央局を総

GEONET Gps称して (

Earth Observation

)と呼んでいる。NETwork

電子基準点は、堅牢なステン

レススチール柱の内部に

受信機、頂部にアンGPS

テナ組み込んだ観測点である。

大部分の観測点では１秒毎に

衛星の信号を受信しGPS

てリアルタイムに中央局に送図１ による日本列島の定常的地殻水平変動GEONET
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信している 最近では３時間毎に全国の観測点の位置を計算しているが 以前のデータは２４時間毎に行っ。 、

た解析結果がアーカイブされている。

の観測によって、日本列島全体にわたる定常的な地殻変動が検出されている。図１は、顕著なGEONET

地震、火山噴火のイベントがなかった 年における１年間のＧＰＳ観測による地殻変動である。日本海1999

側の新潟県大潟 ☆印の観測点 を固定した表示となっているが この図から 日本列島周辺の大局的なプ（ ） 、 、

レート運動の様相が確認できる 例えば 北海道の太平洋岸では北西方向 東北地方太平洋岸では西方向の。 、 、

水平変動ベクトルが見られるが これは千島海溝・日本海溝からの太平洋プレートの沈み込みによるものと、

考えられる また 駿河湾から東海・紀伊半島・四国にかけての太平洋岸では 北西方向の変動ベクトルが。 、 、

確認できるが これは駿河トラフ・南海トラフからのフィリピン海プレートの沈み込みによるものと考えら、

れる さらに 中国地方に見られる東向きのベクトルは アムールプレートの東進を 九州南部から南西諸。 、 、 、

島にかけての南東向きのベクトルは沖縄トラフの拡大によるものと考えられる。

新潟周辺の定常的地殻変動3.

日本列島全体の水平変動パターンから、日本列島は大局的に見て東西圧縮の場にあることが推測さ

れる。 観測結果から地殻水平歪み図を作成すると、特に東北地方の日本海沿岸から新潟、中部GPS

図２ 中部日本の地殻水平歪み図



地方北部、琵琶湖を経て神戸に至る圧縮歪みの集中する帯状の領域が存在することが確認できる。新

潟周辺では、歪みの主軸の方向が西北西－東南東を向いており、歪み集中帯は北東から南西方向に伸

びている（図２ 。）

明治以来の測量結果から中長期的に見ても、この地域は東西方向の圧縮場にある。このことは、国

土地理院が作成した地殻水平歪み図などでも確認できる（国土地理院， 。1997）

中長期的に見た場合は、新潟地震などの影響があるが、最近の観測結果から見たこの地域の歪み速

度は ／年程度である。最近0.2ppm

でも 年の三宅島噴火、その後2000

始まった東海地方でのスロースリッ

プなど、周辺では地殻水平歪み速度

に影響をあたえるようなイベントが

あったが、新潟周辺では特段の影響

はなく、 観測から見る限りそGPS

の速度はここ数年間特段の変化はな

かった。

時間的な歪み速度の変化が見られ

なかったことを示す一例として、

年４月から 年 月まで1996 2004 11

の大潟－新潟大和観測点間の距離の

時系列グラフを図３に示す。この図

、ではフルスケールが± であり6cm

約８年間で約 の短縮があった7cm

ことがわかる。回帰直線の傾きは約 ／年であるので、基線長は約 に対して ／8.3mm 54km 0.15ppm

年の短縮率である。季節的な変動がわずかに見られるが、変動速度の変化はほとんど見られない。

地震時の地殻変動と断層モデル4.

平成 年（ 年）新潟県中16 2004

越地震（ )の震源域近傍にMj=6.8

も電子基準点が配置されており、

地震に伴う顕著な地殻変動が観測

された。図４に示すのは、

な地殻水平変動ベクトco-seismic

ルである。震源の東にある電子基

準点「守門」では西北西方向に約

の変動が観測された。また、21cm

震源近傍の電子基準点「小千谷」

では、水平変動は約 であっ8cm

たが、上下方向では約 の隆27cm

起と大きな変動が見られた。この

図３ 大潟－新潟大和観測点間の斜距離の時系列グラフ

図４ 平成 年( 年)新潟県中越地震に伴う地殻水平変動と断層モデル16 2004



変動量には本震以外にも、その後約１日間に起きた余震を含めた影響も含まれるが、その大部分は本

震によるものと考えられるので、１枚の矩形断層で近似して本震の震源断層モデルを作成した。

全体的に見て、震源の西側では東向きのベクトルが、震源の東側では西向きのベクトルが見られる

ことから予想される通り、得られた断層モデルは東西圧縮の逆断層となった。北西から南東方向にの

びる走向で、西側にむかって深くなる傾斜の断層面で、西側が東側に向かって約 乗り上げる動1.8m

きが推定された。上盤側に位置する小千谷観測点が西向きの変動であることが一見モデルと一致しな

いが、断層の傾斜が 度と高角であり隆起の中心近くに観測点があるために起きる現象である。こ53

の地殻変動から求められた断層モデルは、地震観測から求められた震源メカニズム、余震分布から推

定される断層と調和的である

月 日の本震時以外に 月 日の余震( )、 月 日の余震( )に伴う地殻変10 23 10 27 Mj=6.1 11 8 Mj=5.9

動も確認され、これを説明するための断層モデルも作成した。特に、 月 日の余震については、10 27

本震とは異なり東下がりの断層面を持つことが、地殻変動から推定されたモデルでも確認することが

できた。いずれも北東－南西走向の東西圧縮の逆断層であり、この地域の定常的な歪場と整合してい

る （図５）。

結論6.

地殻変動からみた新潟地方は、東西圧縮の地殻水平歪みが集中する場であり、平成 年( 年)16 2004

新潟県中越地震もその背景の中で発生した。 な地殻変動から推定される断層モデルも東西co-seimic

圧縮の逆断層であり、この地域のテクトニクスに合致している。

図５ 本震および 月 日 月 日の余震の断層モデル見取り図10 27 ,11 8
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新潟県中越地震における土木構造物の被害（鉄道施設） 
 
 

石橋忠良1)

1)フェロー会員 東日本旅客鉄道株式会社 構造技術センター、所長
 
 
１．鉄道施設の被害（JR東日本） 
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図 1 新潟地方の主な路線図 

 今回の地震の影響により、上越新幹線の越
後湯沢－新潟間および在来線の一部区間で運
転を見合わせた。新潟地方の主な路線図を図
1に示す。
地震発生直後より、各種構造物の点検・調
査、脱線車両の撤去作業等を開始した。本震
発生後の断続的な強い余震の発生等により、
調査・作業の一時中断を伴いながら被害状況
の把握、復旧等を行った。この区間で判明し
た新幹線関連鉄道施設の主な被害状況を図 2
に示す。
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図 2 新幹線関連鉄道施設の主な被害状況  

 



２．新幹線関連土木構造物の被害
2.1トンネル 
この付近の地質は、新第三紀鮮新世
から第四紀洪積世の魚沼層（礫岩、泥
岩、砂岩およびそれらの互層）、新第
三紀中新世の椎谷層（泥岩および砂
岩・シルト岩互層）等の堆積岩が広く
分布している。

終点
201

k30
6m

始点
192

k68
2m

②③

①④

全長8,624m

路盤面

覆工コンクリート

東京方 新潟方
終点

201
k30

6m

始点
192

k68
2m

②③

①④

全長8,624m

路盤面

覆工コンクリート

東京方 新潟方

（※キロ程は大宮起点）

②195k060～180m付近 覆工コンクリート剥落①195k080m付近 軌道スラブ変状

この区間のトンネルは、昭和 47年
～54年頃に矢板工法により施工され、
地質、地山条件に応じて、底設導坑先
進工法、側壁導坑先進（サイロット）
工法等の掘削工法により建設された
トンネルが主である。覆工巻厚は、岩
種別に50cmと70cmの2種類を標準
とし、地質、地山条件によっては 90cm
以上の場合もある。また、路盤はスラ
ブ軌道の採用に伴い、全区間にわたり
厚さ25cmの路盤鉄筋コンクリートが
施工されている。さらに当該区間では、
この下に下層路盤として厚さ35cmま
たは50cmのインバートコンクリート
が施工されている。

③195k060～180m付近 覆工コンクリート剥落 ④195k060～180m付近 中央通路側壁傾斜 
これまで、山岳トンネルについては
地震に対して強い構造物であるとい
う考え方が一般的であったが、今回の
地震において、浦佐・長岡間の 4トン
ネル（東京方より、堀之内、魚沼、妙
見、滝谷の各トンネル）において、路
盤の変状、覆工コンクリートの崩落・
剥落、中央通路の変状等の被害が生じ
た。特に、魚沼、妙見の２トンネルに
おいて被害が顕著な状況であった。魚
沼トンネルにおいては、一部の区間で
アーチ部の覆工コンクリートの崩落
または剥落、路盤コンクリートの浮き
上がり等の被害が発生した（図 3）。妙
見トンネルでは、天端部の圧ざによる
コンクリート剥落、側壁部のひび割れ
等が発生した（図 4）。

図 3 魚沼トンネル被害状況 
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③202k858m付近 天端部コンクリート圧ざ

①202k255m付近 中央通路ひび割れ 

主な復旧方法として、覆工コンクリ
ートの崩落箇所は、ロックボルト打設、
吹付けコンクリート、繊維補強板によ
る内巻き等を行っている。路盤部分に
ついては、ひび割れ箇所への注入、ロ
ックボルト打設、路盤コンクリートの
打ち替え等を行っている。

②202k406～530m付近 軌道変状 

図 4 妙見トンネル被害状況 
 



写真 1 損傷状況（第一和南津高架橋） 

 

写真 2 損傷状況（第三和南津高架橋） 

 

写真 3 損傷状況（魚野川橋りょう 2P） 

2.2高架橋 
 今回の地震により被害を受けた高架橋では、柱等にひび割れ、
かぶりコンクリートの剥落等の損傷が見られた。主な損傷は、柱
頭部において幅 0.2～0.5mm 程度のひび割れが発生するような比
較的軽微なものであったが、損傷の大きいところでは柱上部から
中央部付近へ向けてのひび割れ、かぶりコンクリートの剥落、内
部の鉄筋の露出が見られた。ただし、高架橋全体が崩壊するよう
な損傷はなかった。
 損傷の大きかった高架橋は、上越新幹線の浦佐･長岡間（大宮起
点 191k950m～192k250m 付近）に位置する第一和南津高架橋や
第三和南津高架橋であり、数本の柱にせん断力により生じたと思
われる損傷が見られた。このうち、第一和南津高架橋の柱につい
ては、耐震診断の結果せん断破壊先行型と判定されており、2005
年に耐震補強を行う計画であった（写真 1）。一方、第三和南津高
架橋の柱は、耐震診断上せん断破壊先行型ではないが、高架橋完
成後に地表付近に施工された別の構造物が影響し、柱の状況が設
計時に想定していた構造系と異なる状況となったために損傷を受
けたものと考えられる（写真 2）。
 損傷を受けたすべての柱について、ひび割れ注入を行い、必要
により断面修復および耐震補強を行い、復旧作業を行っている。
2.3橋りょう 
 第三和南津高架橋から続いて終点側に位置する魚野川橋りょう
（大宮起点 192k450m付近、3径間連続PC桁、全長 228m、最長
スパン 90m）の橋脚 2基に、高さ方向の中間部付近に鉄筋のはら
み出しおよびかぶりコンクリートの剥落等の損傷が見られた（写
真 3、4）。
 損傷が見られた位置は、橋脚躯体の軸方向鉄筋が途中定着され
ている位置とほぼ一致していた。今回の地震力が設計時に考慮し
ていた水平力を超え、その後、途中定着部付近が弱点となり損傷
が集中したものと考えられる。
 復旧作業は、損傷を受けた橋脚 2 基ともに、損傷を受けた途中
定着部付近にひび割れ注入および断面修復を行い、さらに躯体全
体をRC巻き工法等を用いた耐震補強を行っている。
2.4軌道関係 
 今回の地震により新幹線「とき 325 号」が脱線するという初め
ての被害が生じた。脱線の原因、メカニズム等については、別途
検討を行っている状況である。新幹線が脱線した付近の軌道の状
況は、滝谷トンネルを出た地点から、締結装置が破損し約 900ｍ間
に渡りレールが外れていた。なお、脱線車両の先頭部から進行方
向（長岡方面）はレールの外れや締結装置の破損等はなかった。 写真 4 損傷状況（魚野川橋りょう 3P） 
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図5 新幹線車両脱線状況 



また、軌道スラブについては、脱線車
両車輪の軌道スラブ上の走行、あるい
は脱線車両の接触等によりコンクリ
ート端部が欠けた箇所などはあるが、
軌道スラブ板全体としては大きな損
傷は受けていなかった（図5、写真5）。

３．在来線関連土木構造物の被害 約900mにわたりレールが外れる 
下り線206k600m～207k500m 

とき325号最後尾車両（約30°傾斜）
下り線207k580m付近 在来線では、震源に近い上越線、信

越本線、飯山線、只見線、越後線で土
構造物、トンネル、乗降場など多数の
構造物が被害を受けた。

写真5 新幹線の被害状況 

図6 上越線における盛土災害位置図

 
図 6 上越線における盛土等災害位置図 

小千谷駅

越後川口駅

①盛土崩壊（延長60m） 

②盛土崩壊（延長68m） 

③盛土崩壊（延長30m） 

④盛土崩壊（延長50m）

3. 1土構造物 
土構造物の損傷状況としては、上越
線、信越本線を中心に築堤崩壊、路盤
陥没、道床流出などが生じた。特に、
上越線は沢部・谷部などの急峻な地形
に盛土を構築した箇所が、その崩壊に
より著しい被害を受けた。
以下に主な線区の被害状況を述べ
る。
3. 1. 1上越線（図6） 
今回の地震における大きな被害は
越後川口・小千谷間に集中していた。
①は下り線の盛土が延長 60m、土量
約 9,900m3崩壊した。崩壊土は、のり
尻にあたる信濃川まで達していた。当
該箇所には以前より、斜面の中腹に土
留擁壁、のり面工が施されていたが今
回の地震で全て崩壊した。なお、上り
線はトンネルとなっており特に大き
な損傷は見当たらなかった。

②220k900～040m付近盛土崩壊 

③221k500～670m付近盛土崩壊 

写真6 上越線の被害状況 

④221k950～100m付近盛土崩壊 

①220k400m付近盛土崩壊 

②は上下線の盛土が延長 68m、土量
約 9,000m3崩壊した。ここは並行して
走る国道 17 号線の盛土も同じように
崩壊した。斜面中腹部の用地境界に重
力式擁壁があったが、崩壊土砂に巻き
込まれ倒壊し、下方へ押し流された。
③は上下線の盛土が延長 30m、土量
約 1,300m3、④は上下線の盛土が延長
50m、土量約 7,500m3それぞれ崩壊し
た（写真6）。
復旧方法については、補強盛土によ
り盛土を再構築し、谷部であることか
ら、排水処理を施した構造としている。



3. 1. 2信越本線 
信越本線での大きな被害は、①越後広
田・長鳥間で延長 300m、崩壊土量約 930
m3の築堤崩壊および②長鳥・塚山間で延
長 150m、崩壊土量約 15,000 m3の築堤
崩壊が発生した（写真7）。
復旧方法については、①はシートパイ
ルにより土留を設け、盛土を構築し、グ
ラウンドアンカーを設置する。②は盛土
を再構築し、のり面工を設けることとし
た。
当該線区は復旧工事も順調に進み、

11/29に全線で運転を再開している。
3. 2トンネル 
新幹線同様に在来線においては、上越
線の北堀之内・越後滝谷間の和南津、中
山、牛ヶ島、天王、新榎峠（上り線）、
榎峠（下り線）の 6トンネルで地震によ
る被害を受けた。
これらのトンネルは、大正 10 年から
昭和 41 年頃にかけて矢板工法により施
工され、経年 30 年以上経過している。
路盤は、一部インバートが設置されてい
るものの、ほとんどのトンネルがインバ
ートのない構造となっており、バラスト
軌道となっている。
今回の地震では、特に和南津トンネル

において、覆工コンクリートの崩落、榎
峠トンネルにおいて、坑口付近の斜面崩
壊に伴う土砂流入などの被害があり、その他トンネルにおい
ても覆工のひび割れ、坑門損傷等の被害が生じた（写真8）。

峠トンネルにおいて、坑口付近の斜面崩
壊に伴う土砂流入などの被害があり、その他トンネルにおい
ても覆工のひび割れ、坑門損傷等の被害が生じた（写真8）。

①48k400～700m付近築堤崩壊 

写真7 信越本線の被害状況 

②54k800m付近築堤崩壊 

写真8 上越線各トンネルの主な被害状況 

新榎峠トンネル（上り線） 
覆工コンクリートひび割れ 

牛ヶ島トンネル 
坑門損傷 

和南津トンネル 
覆工コンクリート崩落 

榎峠トンネル（下り線） 
坑口付近の斜面崩壊に伴う土砂流入

写真9 損傷状況（魚野川橋りょう9P）

写真10 損傷状況（魚野川橋りょう17P）

主な復旧方法として、覆工コンクリートの崩落箇所では、
ロックボルト打設、吹付けコンクリートを施工した後、覆工
コンクリートの打ち替えを行っている。その他のひび割れ箇
所等は、ひび割れ注入等により対応している。

主な復旧方法として、覆工コンクリートの崩落箇所では、
ロックボルト打設、吹付けコンクリートを施工した後、覆工
コンクリートの打ち替えを行っている。その他のひび割れ箇
所等は、ひび割れ注入等により対応している。
3. 3橋りょう 3. 3橋りょう 
 飯山線の内ヶ巻・越後川口間に位置する魚野川橋りょうの
橋脚に損傷が見られた。
 飯山線の内ヶ巻・越後川口間に位置する魚野川橋りょうの
橋脚に損傷が見られた。
 本橋りょうは上路プレートガーター（スパン 12m～20m）
20連の橋りょうであり、その橋脚 19基のうち 16基に、水平
方向に断面を貫通するようなひび割れが発生する損傷が見ら
れた。そのうちさらに数基には、ひび割れ面から下部にかけ
て石積みブロックやコンクリートの剥落が見られた（写真 9、
10）。

 本橋りょうは上路プレートガーター（スパン 12m～20m）
20連の橋りょうであり、その橋脚 19基のうち 16基に、水平
方向に断面を貫通するようなひび割れが発生する損傷が見ら
れた。そのうちさらに数基には、ひび割れ面から下部にかけ
て石積みブロックやコンクリートの剥落が見られた（写真 9、
10）。
 復旧は、断面修復および RC 巻立ての耐震補強を行うこと
を基本として行った。今後、基礎についても補強を行う予定
である。

 復旧は、断面修復および RC 巻立ての耐震補強を行うこと
を基本として行った。今後、基礎についても補強を行う予定
である。
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平成 16 年新潟県中越地震による農業施設の被害概要 

谷 茂

正会員 独立行政法人農業工学研究所造構部上席研究官

1. はじめに
平成 16 年 10 月 23 日に発生した平成 16 年新潟中越地震により土木構造物等に甚大な被害が発

生した。現時点でも道路の損壊により正確な被害が把握出来ない地区もあるが、本報告では現在
までに集計されている農地・農業用施設の被害概要とフィルダムの被害について述べる。被害数、
被害状況等については現時点のものであり、今後修正される可能性があることをおことわりする。

2. 農地・農業用施設の被害概要
表 1 に新潟県の資料から引用した 11 月 12 日時点での農地・農業用施設の被害概要を示す。被害
は 45 市町村で 14,848 箇所、89,518 百万円となっている。図 1 にはため池の、図 2 には水路の被災
分布を示したが、ため池、水路とも小千谷市、山古志村の被害数が多かった。
          表 1 農地・農業用施設の被害概要

   図 1 ため池の市町村別被災数         図 2 水路の市町村別被災数

見附市,
16

出雲崎町,
10

川口町, 6 その他,
14

長岡市 23

山古志村
194

小千谷市
118

栃尾市
 65

(震度6強)

(震度6強)

(震度6弱)

(震度6弱)

見附市
179

出雲崎町,
10

川口町
560

その他,
320

長岡市
637

山古志村
460

小千谷市
1,604

栃尾市
 270

(震度6強)

(震度7)

(震度6弱)

(震度6弱)

(震度6強)

ため池 頭首工 水路
    その他

(揚水機、堤防、道路、
橋梁、 農地保全)

長岡地域振興局計 12,977 446 54 4,040 5,226

三条農地事務所計 317 10 0 142 40

上越地域振興局計 7 2 0 0 0

小出地域振興局計 909 64 5 165 195

柏崎地域振興局計 157 8 3 44 76

上越地域振興局(安塚)計 2 0 0 1 0

新発田地域振興局計 1 0 0 1 0

巻農地事務所計 10 0 0 6 3

六日町地域振興局計 17 1 0 5 2

十日町地域振興局計 365 30 1 84 123

新潟農地事務所計 3 0 0 3 0

新潟県計 14,765 561 63 4,491 5,665

農業用施設

振興局名 総数

5



内訳はため池、水路等の農業用施設が 10,780 箇所、農地が 1,503 箇所で、農業用施設の工種別では

水路が 4,491 箇所、ため池が 561 箇所、頭首工 63箇所となっている。ため池の被害は山古志村で 194

箇所、小千谷市で 118 箇所、栃尾市で 65 箇所、その他で 69 箇所となっている。図 1 にはため池の、

図 2 には水路の市町村別の被災分布を示したが、ため池、水路とも小千谷市、山古志村の被害数が多

かった。

3. 農業用フィルダムについて

 図 3 は今回調査を行った農業用ダム 3 箇所（長福寺、坪山、川西ダム）の位置と震央を示したもの

である。いずれのダムも震央から 20km以内に位置していた。以下に各ダムの被害状況について述べる。

3.1 長福寺ダム

本ダムはかんがい、及び防災用ダム（新潟県中魚郡川西町）で堤高 27m, 総貯水量 193千トン、2000

年に完成した中心遮水型ゾーン型フィルダムで、地震時には貯水はほとんどなかった。漏水量につい

ては以下のデータが得られている。

地震前： 堤体部   58 l /min, 地山部 2.4 l/min 

地震直後(23日 18時 )  88.0 ,     2.4 、2時間後； 125.9 、 3.7 、24日 09時 ； 121.7   3.0 

   25日 12時 ； 121.7 、   3.0、 28日 09時； 109.8 、1.9 

その後の漏水量は安定していて、濁りもなく、右岸、左岸からの漏水はほとんどゼロであり地震の影響はわず

かであった。菜を、満水には 60 l/min が観測されている。下流斜面の浸潤線の変化もほとんどなく、地震の影響

は認められない。天端等の水平、垂直変位量については天端で最大 101mmの沈下が観測されている。

主な被害状況は左岸地山の洪水吐と盛土の取り付け部の段差（約 7cm、写真 1）、左右岸の天端部に

発生したクラック（最大幅 5cm、写真 2）である。上流斜面は張りブロックがされているが、外見上か

らは大きな変状は認められない。天端クラックの状況について開削調査が行われ、コアー部には至っ

ていないことが確認されている。以上のことから被害は軽微と判断される。

図 3農業用フィルダムの位置と震央

震央より半径
２０ｋｍの円

長福寺ダム
坪山ダム

川西ダム



  写真 1 長福寺ダムの天端、洪水吐       写真 2長福寺ダム、洪水吐と張りブロック間の
沈下（約 7 cm）

3.2 坪山ダム

 本ダムはかんがい、及び防災用ダム（新潟県中魚郡川西町）で堤高 21m, 総貯水量 216千トン、1997

年完成した中心遮水型ゾーン型フィルダムで、地震時には貯水はほとんどなかった。漏水量について

は以下のデータが得られている。

地震前： 堤体部 24.2 l/min,    地山部 0 l /min 

地震直後(23日 18時 )；  21.7 、  0 、  2時間後 ； 31.0   0、  24日 09時 ； 欠損

    25日 12時； 32.5 、  0 、 28日 09時； 28.1   0 、  30日 09時； 25.5、 0

で、その後の漏水量は安定していて、濁りもなく地震前後の変化量もわずかであり地震の影響は少な

いと判断される。なを、満水時の漏水量は 35 l/min 程度であった。天端等の水平、垂直変位量につい

て、天端左右岸では 60～154 mmの沈下が観測されたが、中央部ではデータ上は盛り上がりが観測され

ているが、ベンチマーク（基準点）の変動の有無の確認を行っていく必要がある。

主な被害状況として、天端の舗装面に上下流方向にクラックが 5 本程度発生しているが、開削調査

が行われ、天端保護層内で消滅し、コア部には至っていないことが確認されている。堤体下流斜面に

は数箇所のすべり,崩壊状の亀裂が写真 3 のように発生している。上流斜面では左岸の洪水吐と盛土の

取り付け部で、写真 4に示すように約 7ｃｍ程度の段差が出来ている。この変状がどの程度かについて

張りブロックをはがして、確認を行う必要がある。下流斜面については、草刈を行って、斜面の変状

を精査してあり、下流斜面に３箇所の変状（すべり、崩壊状のクラック）が確認されているが、開削

調査によりそれぞれは単独（連続していない）の崩壊であると判断される。以上のことから軽微な被

害と判断される。

3.3 川西ダム

 本ダムはかんがい用ダム（新潟県中魚郡川西町）で堤高 43 m, 総貯水量 1,118 千トン、1978 年完成

した中心遮水型ゾーン型フィルダムである。地震時には貯水はなかった。

地震後に漏水がにごったが、その後の調査で、放流水路に沿って設置してある漏水管が損傷して、洪

水吐からの漏水が混入したことが判明したことから、管路の修復を行って地震後の漏水量を測定した

が、地震前の漏水量と大きな変化はなかった。天端等の水平、垂直変位量については天端で 31～276mm

沈下し、上流斜面では最大で 120mm上流側に水平移動していて、斜面全体として沈下し、上下流側に

水平変移動しているという測定結果が出ているが、基準点が移動している可能性があり今後の検証が

必要である。主な被災状況は写真 5 に示すように堤体左岸の張りブロック部の変状（30ｃｍ程度の陥

没、段差）が顕著であった。ブロックがあるため内部の変状はわからない。今後、ブロックを除去し



写真 3坪山ダム、下流斜面のクラック     写真 4 坪山ダム、洪水吐と張りブロック間の沈    
                          下（約 7 cm）

て調査が行われる予定である。また洪水吐、放水路末端の側壁が１スパン分、打ち継ぎ目で上下の側

壁が分離、崩壊している。平面図を図 4に示した。

本震(10.23.17.56)では下記の地震記録が得られている。本ダムには天端中央、左岸地山、下流法尻、

3 箇所に地震計が設置されている。上下方向成分が X 方向成分の 58%～74%となっているのが特徴で

ある。

下流法尻(計測震度 5.7)、          左岸地山計測震度 5.6)、        天端中央(計測震度 6.0)) 

 X= 558 gal Y= 444 Z= 406,       435      546      254,         582  ,  518  ,  430 

写真 5 川西ダム、上流斜面の変状   写真 6川西ダムの上流法尻から見た左岸上流
斜面の変状

                 

図 4 川西ダムの標準断面図

主な変状部主な変状部 左岸地山部
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基盤で 500galを超える地震波がフィルダムで記録された例は少なく、参考のために図 5~18に本ダム

で観測された本震(2004.10.23, 17;56 )での地震波、及び加速度応答スペクトルを示す。
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図 5 川西ダムで観測された下流法尻での地震波   図 6 下流法尻地震波の加速度応答スペクトル
（Ｘ方向、ダム上下流方向）            （Ｘ方向、ダム上下流方向）

図 7 川西ダムで観測された下流法尻での地震波  
（Y方向、ダム軸方向）          図 8下流法尻地震波の加速度応答スペクト

（Y方向、ダム軸方向）

図 9 川西ダムで観測された下流法尻での地震波   図 10 下流法尻地震波の加速度応答スペクトル
（Z方向、ダム上下方向）              （Z方向、ダム上下方向）

図 11 川西ダムで観測された左岸地山での地震波  図 12 左岸地山地震波の加速度応答スペクトル
（X方向、ダム上下流方向）              （X方向、ダム上下流方向）
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Ch.05 A-1左岸地山_Y
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図 13 川西ダム左岸地山で観測された地震波    図 14 左岸地山地震波の加速度応答スペクトル
（Y方向、ダム上下流方向）            （Y方向、ダム上下流方向）

図 15 川西ダム左岸地山で観測された地震波    図 16左岸地山地震波の加速度応答スペクトル
（Z方向、ダム上下流方向）             （Y方向、ダム上下流方向）

      

4.終わりに

本報告の内容はダム工学会の調査団の一員として平成 16年 11月 5～6日に調査を行ったうちの農業

用ダムに関しての調査結果、及び新潟県十日町地域振興局から御提供いただいた資料に基づき記述し

たものであり、調査の準備、対応にご尽力いただいた関係各位に謝意を述べたい。また被災された方々

にお見舞いを申し上げるとともに、１日も早い復興を願いたい。

参考文献；

1) 新潟県中越地震ダム工学会災害調査団；2004 年 11 月 26 日ダム工学会研究発表会追加講演資料；

新潟県中越地震に関するダム工学会災害調査団調査速報,2004.11 
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図 17 川西ダム天端で観測された地震波（X,Y,Z方向）           

図 18川西ダム天端地震波の加速度応答スペクトル（X,Y,Z方向）



建築構造物（非木造）の被害

加藤大介１）、土井希祐１）、中村友紀子１）、本多良政２）

1)新潟大学工学部
2)新潟大学自然科学研究科博士後期課程

 
 
１ はじめに 
図１に調査地域の地図と震度を示す。今回の地震被害

は広範囲にわたっているだけでなく、交通網が被害を受
けたことにより、当初調査不可能だった川口町、山古志
村を除いても、東京方面から入ることのできる堀之内地
域、新潟市方面から入ることのできる長岡、小千谷地域、
長野市方面から入ることのできる十日町地域、に分断さ
れた。筆者らが所属する新潟大学は被害地域に近いとこ
ろに位置するが、この交通事情や宿泊施設の閉鎖により
まとまった調査は困難であった。従って、調査は日帰り
を中心に、計16日にわたった。本報告では、非木造建築
構造物として、鉄筋コンクリート造建物および鉄骨造建
物の被害調査結果を速報として示す。

２ 鉄筋コンクリート造学校建物の被害 
 本節では、鉄筋コンクリート造建物の被害について、
特に木造建物の被害の大きかった震度Ⅶ地域の被害
（2.1節)、震動による建物の被害（2.2節）、耐震補強
の効果（2.3節）、基礎構造の被害（2.4節）および施工
不良に起因する被害（2.5節）という観点に分類して報告する。 

Ⅵ弱

Ⅵ弱

Ⅵ強

Ⅶ

Ⅵ強

10km

×

図１ 調査地域と震度

 
2.1 震度Ⅶ地域の被害 
震度Ⅶ地域においても RC 造建物の被害は兵庫県南部地震と比べ少なかった。これは、RC 造建物は比較的

新しいものが多いこと、地震動の卓越周期が短周期側であったこと（神戸ほど建物に対して破壊力のある地
震動ではなかった）、建物と地盤の相互作用により建物基礎には観測波形ほどの大きさの入力が無かったこ
と、などが推測される。写真１は川口町の中でも特に木造建物の被害の大きかった田麦山地区の田麦山小学
校（RC3F，1984年竣工）であるが、躯体の被害は軽微である。建物の周辺は、地盤にひび割れが見られてい
る（写真２）。 
文献［1］によると、この地域の他の RC 建物について以下のように報告されている。振動による構造被害

としては、耐震壁のせ
ん断ひび割れがあるが、
一方向に生じているも
のが多い。また、柱の
曲げひび割れも見られ
たが、近づかないと分
からない程度のひび割
れで、残留変位も殆ど
ない。振動による非構
造部の被害としては、
EXJ の損傷が目立って
いる。（引用終わり） 写真２ 田麦山小学校の周辺地盤の変

状
写真１ 川口町立田麦山小学校 外
観 

6



2.2 震動による学校建物の被害 
鉄筋コンクリート造建物の被害は震度Ⅶ地域よりもむしろ小千谷市と十日町市の震度Ⅵ強地域で大きかっ
た。これは、これらは比較的大きな市であり、古い建物が存在していたことが大きな理由であろう。本節で
は、これらの被害の内、震動が原因で中破程度の被害を受けた小千谷市の２つの学校建物の被害について紹
介する。この２棟はいずれも小千谷市で RC 造建物の被害の大きかった JR 小千谷駅周辺に位置する。なお、
文献［1］によれば、震度Ⅵ強以上の地域では、この２棟以外の学校建物の震動による被害はおおむね小破
程度以下である。

(1) 東小千谷小学校 北棟（RC3F、1967年、中破）
RC 校舎は北棟（写真３）と南棟（RC3F、1975年)からなる。東側と西側に屋内運動場を配したロの字型
である。これらは建築計画上は連続しており、エキスパンションジョイントにより構造的に分離されている。
各校舎の北側構面は、
柱が垂壁と腰壁により
短柱化しており、1階の
柱にせん断ひび割れが
生じているのが見られ、
特に北側の校舎では一
部の柱がせん断破壊し
た（写真４）。また南
側校舎では、梁間方向
の耐震壁にせん断亀裂
が観察された。

写真４ 東小千谷小学校（北棟）の
１階の柱のせん断破壊

写真３ 小千谷市立東小千谷小学校
（北棟）

(2)東小千谷中学校 増築棟（RC4F、1986年、中破）
 RC 校舎は西側の校舎棟（RC4F、1979年）と EXP.J.によってつながる東側に増築された棟（RC4F、1986

年、写真５)からなる。校舎棟は梁間（南北）2スパン、桁行（東西）14スパンで、増築棟は梁間（南北）3

スパン、桁行（東西）2スパンである。増築棟は1階部分がピロティー形式
であり、北側の1スパンは、3、4階でセットバックしている。増築棟は、1

階ピロティー柱の柱頭で曲げ圧壊が生じ、一部では主筋が座屈しており、
損傷のレベルで V 相当である
（写真６）。文献［1］による
と、コンクリートの損傷が激し
い部分は、いずれも柱頭の西側
に偏っており、主として東西方
向の揺れによって生じた損傷で
あるものと考えられている。さ
らに、2階から上の増築棟と既
存部の間のエキスパンションジ
ョイントの間隔が地震前より明
らかに広がっていることから、
増築棟が東側に変位したまま原
位置に復帰していないことがわ
かる。（引用終わり）

写真６ 東小千谷中学校増築棟のピロ
テイー柱の曲げ圧壊

写真５ 小千谷市立東小千
谷中学校（増築棟）

2.3 学校建物における補強の効果 
 今回震度が大きかった地域には数少ないが耐震補強された建物が存在した。本節では震度Ⅵ強地域の十日
町高校と十日町総合高校、および震度Ⅵ弱の長岡工業高等専門学校の調査結果を示す。結論から言えば、こ
れらの学校では第２種構造要素ではない柱に被害が見られたり、地盤の変状の影響による被害がみられた。
これらの影響がなければ被害は軽微であるが、震動自体の大きさは耐震補強の効果が試されるほどの大きさ
ではなかったと考えられる。なお、文献［1］等によれば、この他に震度Ⅵ強以上の地域では、川口町の川



口中学校特別教室棟・渡廊下棟（1975年、RC2F、補強済み、軽
微）、山古志中学校（1971年、RC3F、増設 RC 開口壁による補
強、地盤変状による大破、2.4節で報告）が報告されている。ま
た、震度Ⅵ弱の長岡地区にはさらにいくつかの補強事例があるが、
いずれも大きな被害は報告されていない。

(1)十日町高校 校舎１棟（RC4F、1974年、軽微）、２棟（RC4F、
1972年、軽微、写真７）

RC 造は校舎2棟（第1棟（北側）、第2棟（南側）)および、渡
り廊下棟２棟（RC3F）からなる。このうち、校舎１棟と２棟は
K 型ブレースにて補強がされていた。いずれも３カ年計画で校舎
２棟は2000～2002年で補強工事が完了し、校舎１棟が来年の夏休
みに補強が完了する予定であったとのこと。構造的な被害は軽微
であった。ただし、EXP.J.に被害有り。

写真７ 十日町高校第２棟（RC4F,補
強済み）の北面の外観。被害は軽微 

(2)十日町総合高校 管理棟
（RC3F,1966年)

RC 造 は 、 管 理 棟
(RC3F,1966,K ブレース補
強 ) 、 特 別 教 室 棟
(RC3F,1970) 、 工 業 科 棟
(RC3F,1982) 、 農 業 科 棟
(RC3F,1984)からなる。この
うち、管理棟に K型ブレー
スによる補強がなされてい
た（写真８）。ただしこの
補強された建物の北側は、
ウオールガーダーにとりつ
く扁平な柱であり、極脆性柱である。これらの柱のほぼ全部にせん断ひび割れが観察された。特に２階の１
本は被災度Ⅳ程度である（写真９）。耐震診断では第２種構造要素ではないと判断されていたと考えられる。
補強されていない特別教室棟も同様の構造になっており、この棟でも北側の柱にせん断ひび割れがみられた。
他の２棟は北側も柱型でラーメンが構成されており、被害は軽微であった。

写真８ 十日町総合高校管理棟 写真９ 2F 北側構面の柱のせん断
破壊(Ⅳ)

(3)長岡工業高等専門学校 
４号館 
長岡市西片貝町（悠久
山の近く）の小高い山の
上に位置し、主な RC 校舎
は1号館～6号館である。
敷地は200×500ｍくらい
の楕円であるが、台地周
辺の盛土部分が沈下して
いる。最も大きな被害は
崖崩れにより基礎が露出
している3号館であるが、
これについては次節で述べる。４号館（RC4F）はＫ型ブレースにより補強が済んでいた（写真10）。補強数
はかなり数が多かったが、2F と３F の梁に一方向のせん断ひび割れが計３本、外から観察された（写真11）。
一方向なので、地盤の変状による不同沈下も考えられる。 

写真10 長岡高専４号館は K ブレー
スにより補強がされていた

写真11 長岡高専４号館のはりの一方
向せん断ひび割れ 

 
2.4 学校建物における基礎構造の被害 
 今回の地震による被災地は中山間地と呼ばれる地域であり、建物も傾斜地に建てられているものが多い。



従って、基礎構造の被害も多かった。ただし、この被害は建物上部には傾き以外は損傷が現れにくいため、
詳細な調査を進めるに従って被害が顕在化する傾向がある。本節では、代表的な例を示す。 
 
(1)山古志小学校 校舎・体育館棟（RC3F、1980年、基礎構造（杭）大破、上部構造小破）
造成した山間地に位置する。校舎棟は RC3階で部分的に地下１階である。体育館棟は RC１階であるが、

地下部分がピロテイとなっている。校舎棟は長辺方向が東西、体育館棟は長辺方向が南北を向いており、両
者は全体で L型を構成する一体の構造体となっている（写真12）。体育館の北側と校舎棟の南側は崖地にな
っている。
体育館棟に対して校舎棟が大きく沈下していた。さらに、校舎棟は西側に向かって不同沈下も認められた。
校舎棟の最大沈下量は、26cm であった。また、体育館の北側は崖崩れにより165cm 基礎が露出していた。
一方、基礎の傾斜は校舎棟と体育館棟の継ぎ目のスパンが最も大きく0.022rad であるが、この部分はコンク
リートが鉛直方向にコールドジョイントとなっていて、そのジョイントが鉛直方向に60mmずれていた。
体育館棟の北側のがけが崩れ、PC 杭（350φ、中空（厚さ75mm）、軸方向筋６φ＠130mm、横方向筋の
径は約2.3mm）が２本露出していたが（写真13,14）、２本とも激しくせん断破壊していた（写真15）。露
出していなかった体育館棟の校庭側の２本を掘り出したところ、いずれも杭に縦割れが生じていた。校舎棟
の杭は露出していなかったが、最も沈下が激しい南西隅角部（写真16）の杭を掘り出したところ、大きくせ
ん断破壊していた（写真17）。上部構造が崖側（南側）に約20cmずれていた。
上部構造は、体育館棟の長辺方向の壁梁５本に損傷度ⅢあるいはⅣのせん断破壊がみられた他は被害が少
なかった。

写真12 山古志小の全景を西
から見る。右側が校舎棟。左
側が体育館棟。両者は構造的
に一体となっている。左右は
崖地。 

写真14 写真13の右から２番
目の基礎。PC 杭（350φ、中
空（厚さ75mm）、軸方向筋６
φ＠130mm、横方向筋の径は約
2.3mm）

写真13 体育館棟の北側の崖が
崩れ、北面の基礎が露出してい
た。杭はせん断破壊していた。
ただし、体育館棟の傾きは少な
い。 

写真17 写真16部分を掘り出
したところ、大きく破損して
いた。「横山光浩氏（細貝建
築事務所）撮影」 

写真16 校舎棟の南西隅角部か
ら北側をみる。向こうが体育館
棟。校舎棟は体育館棟に比べ建
物の傾斜が大きく。この部分の
建物の不同沈下および地盤の沈
下が最も大きい。 

写真15 写真14の右の杭の詳
細。PC 杭でφ350。中空部とコ
ンクリートが充填してある杭頭
補強部の境でせん断破壊。 

 
(2)山古志中学校 校舎棟（RC3、1971年、基礎構造（杭）大破、上部構造中破）



造成した山間地に位置
する。校舎棟の西側は崖
地となっている（写真
18）。東側は体育館棟と
EXP.J.を介して接続して
いるが、体育館側は切土
側、校舎棟が盛土側にな
っている。この EXP.J.部
が約30cm 離れており、
校舎棟が西側に約30cm

変位したことが推測され
る。また、校舎棟は崖地
である西側に向かって不
同沈下が認められ（写真19）、廊下部分で測定した沈下量によると、最大は37cm であった。基礎の傾斜は
最も大きなスパンで評価すると0.03rad であった。杭自体の損傷は確認できないが、大きな被害を受けてい
ることが予想される

写真19 山古志中学校校舎棟の南
面。左（西）側に向かって断続的に
地盤沈下 

写真18 山古志中学校校舎棟の北
面。向こう（西）側に向かって不同
沈下が激しい 

。 
 上部構造は、B3型校舎（教室の間に柱が１本、長辺方向３構面）で、北側は幅の狭い扁平な柱である。
2004年10月に南構面１階の１カ所に鉄筋コンクリート増設壁による補強がなされている。被害は基礎の傾斜
の激しかった部分に集中しており、柱のせん断破壊が主である。損傷度Ⅴの柱が３本、Ⅳの柱が２本であっ
た。 
 
(3)長岡工業高等専門学校 ３号館(RC3F、1969年、基礎構造大
破、上部構造中破) 
敷地等は前節で説明してある。３号館は崖が崩れ出す領域に
あり、建物の南東側は地盤の沈下が見られないが、北西側は周
辺地盤が20～30ｃｍ低下している（写真20）。文献［1］によれ
ば、地盤滑りにより、3階建物と2階建物の接合部のスラブおよ
び梁が破断により離れていた。
また、地盤の隆起・沈下およ
び移動が生じ、建物も移動し
ていた。（引用終わり） 

写真20 長岡工専３号館の地盤沈下
による基礎の露出（右が崖地） 

 
2.5 施工不良に起因する被

害 
 震度がⅥ弱地域でも大きな
被害を受けた学校建物がある。
ただし、調査を行うと、施工
不良のための局部的な損傷で
あることも多い。ここでは、
栃尾市東谷小学校の例を示す。
文献［1］によれば、大和町
の国際情報高等学校や越路町
の越路中学校にも同様の被害
が報告されている。

写真21 栃尾市東谷小学校の
柱のせん断破壊 

栃尾市東谷小学校校舎棟
（RC3F、1969年、上部構造小破）は、長辺方向のラーメンの中央部のみ A タイプ型校舎（１教室分の９ｍ
スパンの中央に柱がないタイプ）になっており、１～３階のこの部分の北側ラーメンに被害が集中した。１
階は損傷度Ⅴのせん断破壊柱（写真21）があるがこれはコンクリートの打設状態が不良であった（写真22）。
なお、この建物は直接基礎であるが、西側部分で地盤沈下が認められている。

写真22 写真21の詳細（ジャンカが
認められる） 

 
３ 学校以外の鉄筋コンクリート造建物の被害 



 学校以外の鉄筋コンクリート造建物は学校に比べ被害が大きいものがあった。これらは比較的古いもので
ある。ここでは病院の被害例と民間建物の被害例を２棟づつ示す。文献［1］によれば、これらの他に小千
谷市に３棟の大破建物が報告されている。 
 
3.1 病院建物の被害 
(1)小千谷総合病院 書庫
棟（RC3、 1968年、大
破）
 小千谷総合病院の病棟
（RC7F）の北西側に平
面上張り出した RC 造3

階建ての部分があり、書
庫として利用されている
（写真23）。この書庫棟
の１階にせん断破壊後に
圧壊した柱が２本あった
（写真24）。この柱には
主筋にφ29が、フープに
φ9@150(フック90°)が
使われていた。 

写真24 １F の柱がせん断破壊し、
軸耐力を失っている。 

写真23 小千谷総合病院の北西側張
り出し部分：１F の柱がせん断破壊
し、軸耐力を失っている。柱の詳細
は次の写真。 

 
(2)十日町病院 病棟（RC6F、
1972年、中破）
十日町の中心街の県立病院。
新しい診療棟と古い病棟からな
る（写真25）。病棟は L型で１，
２，３階までセットバックして
おり、３階から６階までは長方
形の建物（高層棟）となってい
る。被害は２、３階に集中して
いる。２階は高層部分の長辺方
向北側柱がせん断破壊し（写真
26）、２階建て部分の東側の柱
にせん断ひび割れがみられた。
また、高層部分の短辺方向連層耐震壁の２階の脚部の柱にせん断による圧壊がみられた。

写真26 十日町病院の2F 長
辺方向柱のせん断破壊「高
橋義道氏（高橋構造企画設
計）撮影」 

写真25 十日町病院の全景（中央が
病棟） 

3.2 民間建物の被害 
(1) 小千谷中心街の A商
店（RC3F、写真27）
道路に沿った方向
（東西方向）の被害が
大きく、１階柱脚部に
梁間方向の曲げ破壊が
見られた。一番手前の
柱の詳細を写真28に示
す。東西方向の柱脚ヒ
ンジ領域のせん断破壊
で、主筋の座屈が見ら
れる。柱の断面は520×
580(桁行方向×梁間方向)で、主筋はφ22を、フープはφ9@150(フック90°)を使用していた。 

写真28 建物Ａの柱脚の被害写真27 建物Ａの外観(小千谷市、手前
の道路が117号) 

 



(2)十日町中心街のＢ建物(RC4F、1972年、大破)

十日町の中心街117号沿いの８×３
スパンの建物（写真29）。周囲の建
物の損傷はさほど大きくないが、こ
の建物は１階部分が大破している。
117号沿いの短辺方向の構面の柱がせ
ん断破壊し、ほぼ全部の主筋が露出
している（写真30）。117号と反対側
の構面には階段室があり、その周辺
の柱の損傷は小さい。ねじれによる
影響が考えられる。

４ 鉄骨造体育館の被害 
4.1 主な被害 
今回の地震では，本震の震源地で
ある川口町において，計測震度とし
ては初めて震度Ⅶが観測されたほか，震源地およびその周辺で大変大きな
震度および地動加速度が観測された。しかしながら，調査対象地域におい
ては，柱，梁，柱梁接合部などの構造躯体に大きな損傷を受け，長期間使
用不能となるような鉄骨造建物はほとんど殆どなかった。このことについ
ては，入力地震動の性質，地盤と建物の相互作用，設計積雪荷重をはじめとする諸要因との関連について今
後検討する必要があると考えられる。よく見受けられた構造躯体の被害として，引張ブレースとして設計さ
れた軸組ブレース材の座屈，ブレース端部の高力ボルトのすべり，高力ボルト使用箇所における塗料の剥離，
屋根面ブレースの伸びによる残留変形，露出形式柱脚のアンカーボルトの伸び出しや RC 立ち上がり部コン
クリートの損傷などがあげられる。また，地盤変状に起因する基礎構造の損傷を受けた鉄骨造建物も見受け
られた。このほか，構造躯体の被害とは直接関係ないものの，ALC 版など内外装材の落下，サッシやガラ
スの破損など，非構造部材の被害が多数の見受けられた。ここでは、典型的な被害の例を示す。 

写真29 建物Ｂの外観(小千谷市、
手前の道路が117号)「小林克巳教
授（福井大学）撮影」 

写真30 建物Ｂの柱のせん
断破壊「梶井照仁氏（建構
造研究所）撮影」 

 
(1)川口町公民館（RC+S3F、
写真31） 
 梁間の門形フレームの柱
脚はＨ形鋼露出柱脚であり、
桁行にはブレースが配置さ
れている。文献［1］によ
れば、［-180× 75× 7×
10.5の２枚重ねの X 形筋違
が端スパンに配置され，筋
違中間部が面外にはらみだ
し（写真32），ガセット
PL-16の損傷，ボルトのす
べりが認められた。筋違構面の柱脚ではアンカーボルトが伸びて折れ曲がりっていたが，コンクリート部分
には損傷は認められなかった。また，アリーナの高くなった部分での天井仕上げ材，鋼製下地やスピーカー
が落下していた（体育室部分の20～30％に相当）。野縁受けと野縁との間はクリップ止めであり，天井が大
きく揺れた際に損傷が生じたと考えられる。なお，１階 RC 部分，
ギャラーリー部分やステージ桁面のガラスに破損は認められなか
った。（引用終わり） 

写真31 川口町公民館の全景 写真32 川口町公民館のブレースの
座屈

 
(2)長岡市の事務所兼住宅(建物Ｃ)

 架構形式はラーメン構造，3層，桁行き方向4スパン×梁間方向
1スパン，1層はピロティーとなっている。柱は角形鋼管（□－
300×300×9）である。柱脚は，ベースプレート PL-400×400×16，

写真33 長岡市の事務所兼住宅(建物
Ｃ)の柱脚の被害 



アンカーボルト4×M16，RC 立ち上がり部は，断面500mm×500mm，高さ600mm ，主筋4－D16，帯筋
D10@100である。RC 立ち上がり部の帯筋端部は90°折り曲げ，重ね長さ約400mm となっていた。被害は，
片側の桁行き構面柱脚4カ所で大きく，アンカーボルトの伸び出し，ベースプレートの水平ずれ、RC 立ち上
がり部のせん断破壊（写真33）等であった。

4.2 耐震補強の効果 
調査建物の中に耐震補

強工事実施済の学校体育
館が４棟含まれていたが，
震度Ⅶ地域にあった川口
中学校体育館を含めて全
棟が無被害または軽微な
損傷に止まっていた。川
口中学校体育館はゲビオ
ン屋根で，アリーナ下部
RC 造，上部 S 造の2階建て
である（写真34）。桁行
方向には４対の筋違（柱外フランジ位置，間柱付２連Ｘ形）が元々配置されてあったが，耐震補強によりＶ
形鋼管筋違が体育室部分の全構面に設けられている（写真35）。校舎内部や体育館との EXP.J.でカバーの
脱落などの若干の損傷であった。 

写真35 元々のＸブレースの他にＶ
ブレースの補強がされている。

写真34 川口中学校の体育館全景

 
５ 被害のまとめ 
5.1 RC 造の被害のまとめ 
(1)震度７地域においても RC 造建物の被害は兵庫県南部地震と比べ少ない。これは、RC 造建物は比較的新
しいものが多いこと、地震動の卓越周期が短周期側であったこと、建物と地盤の相互作用により建物基礎
には観測波形ほどの大きさの入力が無かったこと、などが推測される。 

(2)学校校舎の損傷は全般的に大きくなかった。損傷が目立ったのは一部の校舎でありその数は多くない。
(3)耐震補強されていた学校もあり、それらは概して被害が少なかったが、耐震補強の成果が試されるほどの
大きな地震動ではなかったと考えられる。

(4)震度Ⅵ弱地域でも、地盤変状による被害が多かった。
 (5)震度Ⅵ弱地域でも、施工不良が原因と見られる損傷があった。
 (6)学校校舎以外の鉄筋コンクリート建物については、全般に学校校舎より構造体の損傷は大きかった。こ
れらは古い建物が多く、構造部材の損傷の種類は、柱のせん断破壊が主であった。
5.2 鉄骨造の被害のまとめ 
 (7)調査対象地域においては，柱，梁，柱梁接合部などの構造躯体に大きな損傷を受け，長期間使用不能と
なるような鉄骨造建物はほとんど殆どなかった。このことについては，入力地震動の性質，地盤と建物の
相互作用，設計積雪荷重をはじめとする諸要因との関連について今後検討する必要があると考えられる。

(8)よく見受けられた構造躯体の被害として，引張ブレースとして設計された軸組ブレース材の座屈，ブレー
ス端部の高力ボルトのすべり，高力ボルト使用箇所における塗料の剥離，屋根面ブレースの伸びによる残
留変形，露出形式柱脚のアンカーボルトの伸び出しや RC 立ち上がり部コンクリートの損傷などがあげら
れる。また，地盤変状に起因する基礎構造の損傷を受けた鉄骨造建物も見受けられた。

(8)このほか，構造躯体の被害とは直接関係ないものの，ALC 版など内外装材の落下，サッシやガラスの破
損など，非構造部材の被害が多数見受けられた。 
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免震建物の地震観測記録と振動解析結果

溜 正俊 1)、鴇田 隆 2)

1) 株式会社三菱地所設計 構造設計部，参与
2) 株式会社三菱地所設計 構造設計部，部長

1 はじめに
 平成16年10月23日午後5時56分頃，新潟県中越地方を震源とする地震（新潟県中越地震 M＝6.8 震源深
さ約13km）が発生した．震央に近い小千谷市に建つ小千谷総合病院老人保健施設「水仙の家」（免震建
物）には，免震層の上下に地震計が設置されており，この地震における加速度波形が観測された．本稿では，
本震の観測結果を建物の概要とともに報告する．

2 建物概要
 本施設は，新潟県の「老人保健福祉計画」に沿った施設整備として，小千谷総合病院が平成7年（1995

年）に計画したものである．設計においては，同年の兵庫県南部地震における神戸市の被災状況などから，
介護を必要とする高齢者が大地震後に建物外に避難することは非常な困難を伴うと考え，施設の耐震安全性
向上と機能保持を目標に免震構造を採用した．
 建設地は JR 上越線小千谷駅から西に約2km の市街地にあり，小千谷総合病院の近隣に位置する．なお，
今回の地震で1307.9galを観測した防災科学技術研究所「強震ネットワーク（K-NET）」小千谷観測点からは，
直線距離で約1kmの位置にある．表1に建築概要を示す．

                                表1 建築概要 

写真1 建物全景
 
 

3 構造計画概要

3.1 構造計画
 本建物は，地下1階，地上5階，塔屋1階の鉄筋コンクリート造建物である．図.1に平面図，図.2に軸組図を
示す．平面形状はほぼ成形で，X 方向は7m 前後の5スパン，Y 方向は5.7m を基本とする6スパンで構成され
る．基準階階高は3.5m で，5階のみセットバックしている．免震層は1階床下に設け，地上部分を免震する．
免震層の一部を地下階とし，機械（受水槽）室としている．
 上部構造の耐震設計は，予備応答解析からベースシャー係数 CB＝0.12として許容応力度設計を行った．ま
た，計画地は多雪地域であり，積雪荷重は，垂直積雪量300cm，単位荷重30N/m2/cmとした．
 敷地の表層は砂質シルトであるが，GL－2.5m 以深は N 値50以上の砂岩，シルト岩を主体とする洪積層の
魚沼層群が分布している．本建物の基礎構造は，これを支持層とするマットスラブ形式の直接基礎とした．

建物名称

所在地

建築主

設計監理

施　工

用　途

階　数

建築面積　 1,156.21㎡

延床面積 4,447.92㎡

軒高 19.29m

最高高さ 23.19m

構造種別

基礎形式

竣　工

天然ゴム系積層ゴム支承（18基）

面　積

高　さ

免震装置

鉄筋コンクリート造　耐震壁付きラーメン構造

直接基礎　根伐底GL－4.16m

平成9年（1997年）　5月30日

（財）小千谷総合病院老人保健施設「水仙の家」

新潟県小千谷市元町446-1,2,4

（財）小千谷総合病院

三菱地所（株）　　現：（株）三菱地所設計

大成建設（株）

老人保健施設

地下1階，地上5階，塔屋1階

弾性すべり支承（21基）　　　ハイブリッドTASS工法



                                   図3 軸組図
          
         図2 2階平面図

3.2 免震装置
 免震装置は，下記2種類の組み合わせとした．

・天然ゴム系積層ゴム支承：φ600～700 計18基 （G＝45N/cm2）
・弾性すべり支承： φ400～650 計21基

 弾性すべり支承は，完全弾塑性型の復元力特性を持つ減衰機構（摩擦係数μ＝0.12）として用い，これを
地震時の軸力変動の少ない個所に設置した．弾性変形をする積層ゴム支承との組み合わせにより，免震層全
体としてはバイリニア型の復元力特性となる．
 免震層の弾性剛性（すべり発生以前）は周期1.2秒とし，地盤の周期（Tc＝0.25秒）から十分離れたものと
した．第2勾配の接線剛性は周期4.5秒とし，長周期化を図った．図3～4に免震装置の配置と地震計位置を示
す．
 

                       

                                 図4  免震装置詳細

図3 免震装置配置図

4 地震観測記録
 本震時の観測記録について述べる．図5に免震層下部の疑似速度応答スペクトルを図6～8に免震層上下の
波形を，示す．また，表2は各々の最大加速度と免震層上下の最大加速度比である．
 疑似速度応答スペクトルより，この地震動のレベルは周期3秒以下において告示1461号に示される「極め
て稀に発生する地震動」を上回っていることが確認できる．一方，免震層上部の最大加速度は，免震層下部
に比べ約25%となっており，免震装置によって上部構造に入力された地震力が低減されたことがわかる．な
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お，上下動については，1.5倍程度の差異が認められる．
 図9は，免震層上部記録のフーリエスペクトルである．これによれば，免震層の卓越周期は，NS 方向で2

秒程度，EW 方向で1.2秒程度と考えられる．また，上下方向は短周期成分が卓越しており，固有周期は0.1

～0.2秒程度であったと考えられる．なお，観測記録については，余震記録を含めて詳細な分析を行ってい
く予定である．

                               表2 最大加速度

図5 疑似速度応答スペクトル

図6 観測波形（NS方向） 

図7 観測波形（EW方向） 

図8 観測波形（UD方向）

図9 フーリエスペクトル（免震層上部）
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（加速度の単位：gal）

方向 免震層下部 免震層上部 上部／下部

NS 740.4 198.0 0.27

EW 807.7 205.2 0.25

UD 487.2 749.4 1.54

注）回収直後のデータ値であり，今後の分析により変動する可能性がある．
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5 観測波を用いた地震応答解析結果

5.1 解析モデルと入力地震動
 振動解析モデルは，図10に示すような上部構造5層に免震層を加えた6質点系の等価せん断モデルとした．
上部構造はトリリニア型，免震層は弾性すべり支承と積層ゴム支承を表すばねを並列に配置したバイリニア
型の復元力特性を持つ．建物重量，復元力特性の緒元は設計時のものを用いた．入力地震動は，免震層下部
で観測された NS－EW方向の地震波を，建物 X，Y方向に補正（約20度）したものを用いた．

                              表3 観測波と入力地震動

図10 振動解析モデル

5.2 応答解析結果
 最大応答加速度，最大応答層間変形角を図11～12に示す．図11の観測記録は，免震層上部で観測された加
速度記録の最大値である．図13～14に，免震層上部の応答結果の変位波形と建物 X，Y 軸に補正した加速度
波形をフーリエ積分して求めた変位波形を示す．

図11 X方向最大応答値             図12 Y方向最大応答値

図13 免震層上部変位波形（X方向）         図14 免震層上部変位波形（Y方向）
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5.3 振動解析のまとめ
 免震層上部の最大応答加速度は，X 方向146.0gal（観測記録194.3gal），Y 方向160.4gal（同223.0gal）であ
った．また，免震層の最大応答変位は，X 方向11.3cm（観測記録からの算出値11.6cm），Y 方向22.6cm（同
19.0cm）であった．以上より，振動解析結果と観測記録は概ね良く対応していると言える．なお，観測記録
から算出した変位波形は，長周期成分を含まない周波数領域で積分しているため残留変位は現れていない．
 上部構造の最大応答相関変形角は，X 方向1/4865（3階），Y 方向1/1542（3階）であった．この結果より，
上部構造には地震による損傷はほとんどないものと考えられる．

6 地震後の状況
 本建物の本震後の状況を簡単に述べる．まず，構造躯体や内外装材などの建物本体，およびフレキシブル
ジョイントを含む設備機器については無被害であった．建物外周にバリアフリー対応として設けた段差吸収
部分に軽微な損傷が見られた．免震層については，弾性すべり支承のすべり痕から 15cm 前後の変形があっ
たことが予想された．また，積層ゴム支承には，許容値以内と考えられる残留変形がある．
 建物内の家具の転倒や落下はほとんどなく，室内の状況も地震前と変わらないようであった．周辺のイン
フラが停止し，本建物においても非常用発電機による電気以外はストップしたが，在館者は地震後も引き続
き館内に留まることができた．加えて，ホールや食堂を避難所として使い，病院棟の入院患者や近隣の被災
者を受け入れていた．以下の写真は，本建物の地震後の状況である．

写真2 地震後の建物状況
（室内写真は，本震の5日後，地震後の状況を施設責任者に確認の上撮影）

(c) 厨房食器棚
食器等の落下はなかった．

(e) 2階テラス
植栽プランターの落下は1個の
み．（床面に土跡あり）

(f) 水仙の家への避難者

(a) 地震後の建物外観 (b) 食品庫
棚から物が落ちることはなか
った．

(f) 3階，棚上の置物
転倒しなかった．



写真3 免震装置の状況

写真4 建物外周部の状況

7 おわりに
 小千谷総合病院老人保健施設「水仙の家」について，新潟県中越地震の観測記録の概要を述べた．本稿は，
本震の翌週に回収したデータを速報的に整理したものであり，今後，観測波の詳細な分析や免震効果の解析
的検証などを行っていく予定である．
この地震における小千谷市の震度は6強と発表された．多くの建物やインフラ機能に甚大な被害が出た中
にあって，本建物では躯体や内外装に被害はなく，家具などの転倒や落下もほとんどなかった．この事実が
免震構造の有効性として社会に認識され，免震建物が今まで以上に普及していくことを願っている．

8 謝 辞
 今回の観測データは，免震建物で観測された地震波形としては過去にない規模のものであり，免震効果を
確認する上で貴重な資料となるものです．地震計の設置にご理解をいただいた（財）小千谷総合病院様，お
よび設計時よりご協力いただいた大成建設（株）担当者各位に感謝いたします．
最後になりましたが，新潟県中越地震により被災された皆様ならびに関係者の皆様には，心よりお見舞い
申し上げます．

(b) 融雪装置配管
凸形ジョイント部が建物と接
触したようである．

(c) 台車の搬入路
建物に押され移動．復旧は容
易．

(a) エントランス
車いす対応のため段差なしで
設計．砂締めのインターロッ
キングが建物に押されて浮き
上がる．

(c) 積層ゴムの残留変形 
簡易な測定であるが，3cm 程
度の変形が認められる．

(a) 弾性すべり支承
約14cm のすべり痕が認められ
る．

(b) 積層ゴム支承外観 
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平成１６年新潟県中越地震における水道施設の被害について

岩本利行 1)、戸島敏雄 2)

1) 正会員 ㈱クボタ 鉄管事業部 担当部長
e-mail:t-iwamot@kubota.co.jp

2) ㈱クボタ パイプエンジニアリング部 担当部長
e-mail:t-tosima@kubota.co.jp

要約

浄水場や配水池などでは主要設備・構造物に大きな被害は無く、復電後には運転を再開で

きた。多くの管路被害は発生したものの、被害率は阪神・淡路大震災の芦屋市や西宮市に

比べて小さかった。管路被害は、主に液状化の発生個所、造成地および道路の盛土部で発

生した。

１． はじめに

平成 16年 10月 23日に発生した新潟県中越地震では、35市町村 13万戸で断水状態となり、地域住

民は水の無い不便な生活を強いられた。水道事業体の応援により懸命な応急復旧がなされ、11 月末に

は一部地域を除きほぼ断水は解消された。本報告では、地震後の断水状況と応急給水・応急復旧につ

いて、ならびに浄水場や配水池など施設の被害および管路の被害の概要等について述べる。

２． 地震後の断水状況と応急対応

35市町村 13万戸で断水状態となった。図 1に被災地全域の断水戸数の推移と長岡市、小千谷市に

おける断水率の推移を示す。11月 30日現在で、山古志村の全 650戸と、小千谷市、川口町や十日町市

の一部山間部の 1485戸を除いて断水が解消された。

地震発生の翌日 10 月 24 日から、被災事業体からの要請にもとづき、新潟県内はもとより、東北、

関東、中部、関西地区の水道事業体の応援による懸命の応急給水と応急復旧がなされた。阪神・淡路

大震災以降に水道事業体間で相互応援協定が結ばれており、迅速な緊急対応が可能となった。

応急給水は給水車によって避難所などへの拠点給水や断水地域への巡回給水がなされた。例えば、

長岡市では 12日間、延べ 368 台の給水車で 2900 トンの水が供給された。応急復旧においては漏水調

査と修理が順次なされ、山間部で斜面崩壊に伴い道路崩壊が発生した個所などでは仮設配管による対

応もなされた。



図 1 断水戸数の推移 

３． 浄水場、配水池など施設の被害

浄水場や配水池などの施設に被害は発生したものの、概ね致命的な損傷は少なく、多くの施設では

復電後に浄水・配水の機能が回復した。

長岡市では浄水場に地盤沈下が発生したものの、浄水施設など主要設備・構造物に大きな損傷はな

く、付帯設備、場内配管、電気計装設備などを応急復旧し、23 日には運転を再開した。3 個所の配水

池には阪神・淡路大震災以降に緊急遮断弁が設置されており、有効に作動し配水池に水を確保できた。

小千谷市では、小千谷浄水場において地下水侵入により非常用発電装置および高圧受電盤が冠水し

浄水不可能となったが、翌 24日午後 6時には復旧した。また、簡易水道の塩殿浄水場は、写真 1に示

すように地滑りにより流出した。

写真 1 地滑りにより流出した塩殿浄水場(小千谷市) 
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４． 管路の被害

４．１ 被害件数

表 1に送・配水管路の被害件数を示す。被害率は長岡市で 0.266件/km、小千谷市で 0.311件/kmであ

った。阪神・淡路大震災での被害率は、芦屋市で 1.61件/km、西宮市で 0.72件/kmであり 1)、今回の管

路被害は阪神・淡路大震災に比べて少なかったといえる。

表１ 送・配水管路の被害件数

また、長岡市や小千谷市では山間地での斜面崩壊や大規模な道路崩壊に伴い管路が流出した個所も

あった。

４．２ 被害形態

① ダクタイル鉄管の一般継手の被害は継手の抜け出しによるものであった。また、耐震性が考慮され

た継手は、長岡市、十日町市、柏崎市などに約 20km布設されていたが被害はなかった。

② 硬質塩化ビニル管の被害は継手の抜け出しや管体破損によるものであった。

③ 鋼管の被害はネジ継手の破損、フランジ部からの漏水などによるものであった。

４．３ 長岡市における管路被害

図 2にφ75以上の管路被害地点をプロットした地図を示す。上越新幹線の東側に位置する山すそ部

 

図 2 長岡市の管路被害地点（φ75以上） 
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に被害が集中した。被害発生個所は主に造成地や液状化によりマンホールの浮上が見られた道路に沿

って発生していた。被害の例を写真 2に示す。

また、高町団地に沿った道路（図 2および写真 3参照）ではφ300フランジ継手鋼管のフランジ部か

らの漏水による被害が 21個所で発生した。この道路では液状化によるマンホールの浮上や路肩の沈下

などが発生していた。一方、同じ道路上にこの管路に平行してφ300の耐震性が考慮された継手を有す

るダクタイル鉄管が布設されていたが被害はなかった。管路の耐震性を高める効果が顕著にみられた

例と言える。

４．４ 小千谷市における管路被害

市中心部では、主に液状化によるマンホールの浮上や陥没が見られた道路上に被害が発生した。ま

た、南部地域では主に軟弱な旧水部や盛土部で被害が発生した。

山辺橋では、両端で道路に 80～90cmの段差が生じ、φ150管路が添架部との取り合い部で破損した。

同じように橋の近くでの被害が 3個所（φ100,φ150）発生しており、橋の添架部との取り合い部では、

管路の可とう性を高める耐震設計が必要であると考える。

５． まとめ

今回の新潟県中越地震において、一部ではあるが、斜面崩壊など大規模な地盤崩壊に伴う送水ルー

トの遮断なども発生したが、阪神・淡路大震災以降推進されてきた、水道事業体間の相互応援協定、

緊急遮断弁の設置および管路の耐震化など諸対策の有効性を確認することができた。
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新潟県中越地震における行政機関の初動対応

秦康範 1)

1)正会員 （財）阪神・淡路大震災記念協会人と防災未来センター、専任研究員

1 はじめに

 2004年10月23日午後5時56分、新潟県中越地震が発生した。新潟県がとりまとめた被害状況1)によると、12

月8日9:00現在、住家被害は全壊2,728棟、大規模半壊701棟、大規模半壊701棟、半壊8,701棟、一部損壊
81,999棟、非住家被害33,608棟に及び、避難者数は最大で103,178人、地震による直接被害は３兆円に達する
など、1995年兵庫県南部地震以降、最大の被害地震となった。
本稿では、阪神・淡路大震災以降の防災行政の進展を踏まえて、新潟県中越地震における行政機関の初動
対応について報告する。

2 国の初動対応

 政府の対応については、内閣府がとりまとめて随時報告2)している。従って、ここでは、阪神・淡路大震
災以降に法改正や整備が進んだという観点から、「自衛隊」、「緊急消防援助隊」を取りあげる。また、国
が積極的に被災自治体を支援したという観点から、「現地支援対策室」を取りあげる。

2.1 自衛隊3)

 地震発生から36分後の18時32分、陸上自衛隊立川駐屯地から被害状況偵察のため映像伝送システムを搭載
したヘリコプター１機(UH-1)が離陸した。以後、新潟県知事から災害派遣要請がなされる21時5分までに派
遣された航空機は計16機に及んだ。また、新潟県庁を始めとする被災市町に連絡員が順次派遣されるととも
に、長岡市及び十日町市に車両4両の偵察部隊等が派遣された（表１）。
 阪神・淡路大震災の教訓から迅速な災害派遣を効果的に行うため、各自衛隊は初動に対処できる部隊を指
定するとともに、気象庁から震度5弱以上の地震発生の情報を受けた時には、自主派遣として、速やかに航
空機等を利用した現地情報収集を行うこととなっている4)。23日及び24日の派遣実績は、それぞれ人員約110

名、2,000名、航空機計20機、約30機に上った。また24日には約830名が救出され、約10万食の食料が被災地
に輸送され、84トンもの水が給水された。11月1日13:00現在、救出者数約1,770名に上る（表２）。

表１ 自衛隊の対応（2004年10月23日）3) 

18:32 陸自UH-1×1機(立川・ヘリ映伝機）離陸(2116
相馬原着陸)

18:38 陸自UH-60×1機(宇都宮)離陸(2216離陸)

18:40 陸自OH-6×1機(神町)離陸(2044着陸)

18:41 海自UH-60×1機(下総)離陸(2003着陸)、陸自
UH-1(立川)離陸(1940着陸)

18:45 海自新潟基地分遣隊より新潟県庁に連絡員を派
遣

18:55 陸自OH-6(相馬原)×1機離陸(2017着陸)

18:56 陸自UH-60×1機(相馬原)離陸(2213着陸)、空自
MU-2(新潟)×1機離陸(2005着陸）

18:57 海自P-3C×1機(厚木)離陸(2239新潟着陸)

19:01 陸自OH-6(相馬原)×1機離陸(2023着陸)

19:15 空自U-125(百里)×1機離陸(2159着陸)

19:30
陸自第2普通科連隊(高田)より、人員約30名、
車両4両の偵察部隊等を長岡市及び十日町市に
派遣。

19:45

陸自第30普通科連隊(新発田）より、新潟県庁
に連絡員を派遣。じ後、陸自第2普通科連隊(高
田)より、新潟県小千谷市役所、柏崎市役所、
長岡市役所、十日町市役所に連絡員を派遣。陸
自第5施設群(高田)より、上越市役所に連絡員
を派遣。  

 
20:02 陸自UH-1(立川)×1機離陸(2122着陸)

20:03 陸自CH-47(相馬原)×1機離陸(人員等を輸送、
新発田2100着陸)

20:08 陸自CH-47(相馬原)×1機離陸(人員等を輸送、
高田2053着陸）

20:57 陸自OH-6(相馬原)×1機離陸(2140着陸)

21:05

新潟県知事より第12旅団長(相馬原)に対し、情
報収集に係る災害派遣要請。じ後、陸自第2普
通科連隊(高田)より、人員約70名が新潟県小千
谷市に前進、情報収集活動を実施。

21:25 陸自UH-1(立川)×1機離陸(24日0123着陸)

22:12 陸自OH-6(立川)×1機離陸(2335着陸)

22:19 陸自UH-1(相馬原)×1機離陸(新発田24日0119着
陸)

22:33 陸自UH-1(相馬原)×1機離陸(新発田24日0119着
陸)

23:00 空自新潟救難隊(新潟)より、新潟県庁に連絡員
を派遣

23:07 陸自UH-60(宇都宮)×1機離陸(24日0212着陸)

23:43 陸自OH-6(相馬原)×1機離陸(24日0202着陸)

（10月23日の派遣実績）人員約110名、航空機約20機
 



表２ 自衛隊活動実績（2004年11月1日13:00現在）3) 
派遣規模（延べ）人員約２６，８００名、車両約７，７００両、航空機約４６０機  
輸送実績 食料：約７９万食、毛布：約７０，０００枚  
救助実績 約１，７７０名  
給食実績 約２３万食（３１日までのもの）  
給水実績 約９００ｔ（３１日までのもの）  
入浴支援実績 約２３，１００名（３１日までのもの）  
天幕設営実績 約８００張（３１日までのもの）  

2.2 緊急消防援助隊
(1)緊急消防援助隊
 緊急消防援助隊は、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて、国内で発生した地震等の大規模災害発生時にお
ける人命救助活動等をより効果的かつ充実したものとするため、全国の消防機関相互による広域消防応援制
度として、1995年6月に発足した5)。2000年12月緊急消防援助隊要綱が改正6)され、「航空部隊、水上部隊、
特殊災害部隊」の新設、「出動準備の自動化」等が盛り込まれた。さらに、2003年6月消防組織法改正6)によ
り、地震等の大規模災害で複数の都道府県が被災した場合や毒性物質の発散等による特殊災害が発生した場
合には、「消防庁長官による出動の指示」が可能となった。これは、大規模・特殊災害時には全国的な観点
から国が対応することの必要を認めたものであり、これにより被災地外からの消防力の投入責任を国が負う
ことが明記された。さらに、従来基本的には地方公共団体が負担していた費用についても、国の財政措置が
規定された。

2004年4月現在、登録されている部隊数は2,821隊、約35,000人規模となっている6)。
(2)初動の動き7)（表３、表４）
 地震発生から14分後の18時10分、仙台市及び埼玉県に対して緊急消防援助隊の出動準備依頼が、29分後の
18時25分、派遣要請がなされた。消防組織法第24条の３第２項及び第４項により、消防庁長官は、当該災害
の規模等に照らし緊急を要し、知事からの要請を待ついとまがないと認められるときは、当該災害発生市町
村の属する都道府県以外の都道府県の知事、市町村の長に対して必要な措置をとることを求めることができ
る。19時20分には新潟県から緊急消防援助隊出動要請がなされた。

11月1日14時10分、新潟県から緊急消防援助隊出動要請の解除されるまでに、出動部隊数及び出動人数は、
累計480隊、2,121人であった。関東地域を中心に部隊は派遣された（図１）。
 今回の災害における緊急消防援助隊の主な活動は、航空部隊（2003年5月現在、57隊登録）による救急・
救助活動、陸上部隊による救出、救急・救助活動であった。これは各地で土砂災害が発生し、山古志村を始
めとして道路網の寸断による多数の孤立地域が発生したこと、発生した火災は９件8)であり、延焼が拡大せ
ず、消火活動のニーズがなかったことが挙げられる。23日から25日にかけては航空隊を中心に救急・救助活
動がなされ（表５）、257人が救急・救助されている。

表３ 緊急消防援助隊の活動（2004年10月23日～24日） 
23日 17:56 緊急消防援助隊の出動準備開始

18:10 仙台市及び埼玉県に対し出動準備依頼

18:25 仙台市及び埼玉県に対し出動要請

19:20 新潟県から緊急消防援助隊出動要請

19:30 山形県、富山県、福島県、東京都に対し緊急消防援助隊の出動要請

21:00 神奈川県に対し出動要請

24日 2:10 千葉県に対し出動要請

4:40 長野県、群馬県に対し出動要請

4:45 富山県、福島県、山形県に対し出動（追加）要請

6:30 石川県に対し出動要請

6:45 埼玉県に対し出動（追加）要請
群馬県に対し出動（追加）要請

12:20 茨城県に対し出動要請

16:20 愛知県に対し出動要請

表４ 緊急消防援助隊の派遣部隊数及び隊員数 
10/23-24 10/25 10/26 10/27 10/28 10/29 10/30 10/31 11/1

部隊数 207 188 98 125 109 127 107 57 57
隊員数 880 820 445 494 443 476 385 196 194
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図１ 派遣された緊急消防援助隊の隊員数（延べ人数）の地域構成 

表５ 緊急消防援助隊による救助・救出人員 
10/23-24 10/25 10/26 10/27 10/28 10/29 合計

航空部隊 67 190 2 13 10 0 282
陸上部隊 18* 105* 6 27 4 6 43

* 救出人員

2.3 現地連絡調整・支援と被災者支援プロジェクト（表６）2), 9)

 地震発生から4分後の18時00分、官邸対策室設置・緊急参集チームが招集され、政府として先遣隊を派遣
することが決定された。それを受けて、現地合同情報先遣チーム10名（内閣府３、消防庁１、警察庁１、防
衛庁２、海上保安庁１、国土交通省１、厚生労働省１、気象庁１）が新潟県に派遣され（21時15分頃、防衛
庁市ヶ谷駐屯地出発）、新潟県庁内に現地連絡調整室を設置した。25日、「現地連絡調整室」を「現地支援
対策室」へ格上げした。26日、新潟県知事の要請に応え、応急仮説住宅等の建設などハード面の対策、及び
避難所の運営などソフト面の対策について、知事のアドバイザーとなる阪神・淡路大震災の対策を経験した
スタッフ２名を派遣するとともに、現地支援対策室員を31名に増員した。30日、新潟県中越地震の応急・復
旧対策のうち、関係省庁の連携の下に、重点的に実施すべき課題について、省庁横断的なプロジェクトチー
ムとして「新潟県中越地震関連被災者支援プロジェクトチーム」（表７）が発足した。これにともなって、
現地支援対策室は各プロジェクトの現地要員として機能することとなり、新潟県庁内のプロジェクトチーム
の立ち上げ、チームへの参加など様々な形で現地支援を行うこととなった。12月3日に閉鎖されるまで延べ
1,421人・日、10月25日以降、平均35人/日が派遣された。
 当初は先遣隊として現地に派遣されたが、現地対策室に格上げされた25日以降は、①被災地の状況やニー
ズをできるだけ迅速に把握しリアルタイムに政府に連絡する、②関係機関の調整の円滑化、③応急・復旧課
題への適切かつ迅速な対応、に貢献したと思われる。
近年発生した鳥取県西部地震、芸予地震、宮城県北部地震等においては、現地対策支援室は設置されてい
ないことから、今後の大規模災害時における初動対応の１つのモデルケースとなるだろう。

表６ 現地連絡調整・支援の動き 

23日 内閣府政策統括官（防災担当）付企画官等からなる現地合同情報先遣チーム10名を新潟県へ派遣。21時15分頃、自衛隊機により出発（防衛庁市ヶ谷駐屯地）。

「平成16年（2004年）新潟県中越を震源とする地震に対する現地連絡調整室」を新潟県
庁内に設置。

25日 「現地連絡調整室」を「現地支援対策室」に格上げし、人員を倍増。

「現地支援対策室」に新たに機動班を設置、新潟県と調整を行い対応の手薄な市町村
（現場）に派遣することとした。

26日
新潟県知事の要請に応え、今後の応急、復旧・復興対策のハード・ソフト両面におい
て、知事のアドバイザーとなる阪神淡路大震災の対策を経験したスタッフを派遣。（県
の災害対策本部にもオブザーバーとして参加）

新潟県小出町居住の親子３人の救出に関し、新潟県知事からの依頼を受け、国土交通
省、警察庁、防衛庁、消防庁から地すべり、砂防の専門家を派遣。

27日 林田内閣府副大臣を現地支援対策室に派遣。



表７ 新潟県中越地震関連被災者支援プロジェクト 
１．下水道・トイレ 
 下水道、農村集落排水、合併処理浄化槽の機能回復、仮
設トイレの確保 

２．物流 
 援助物資等の住民への円滑な配布 
３．災害廃棄物 
 災害廃棄物の処理、財政負担 
４．避難者・被災者の生活の質的向上 
 避難者・被災者の生活の支援・質的向上 
５．住宅 
 仮設住宅整備、公営住宅、民間住宅などの空家活用 
６．医療・健康管理 
 医療、心のケア 

７．災害時要援護者 
 高齢者、障害者、外国人などの対策 
８．地場産業・中小企業・農林水産業 
 鯉、畜産、刊行、情報関連産業 
９．積雪・寒冷対策 
 積雪期・寒冷期に向けた諸対策 
１０．ボランティア 
 ボランティア活動の環境整備 
１１．公共インフラ 
 道路、河川、学校、病院、社会福祉施設等の復旧・復興 
１２．山古志村 
 役場機能、通行不能箇所解消、砂防事業、産業振興、避
難村民対策 

3 新潟県と川口町の初動対応

3.1 新潟県（表８）
 17時56分、県内に震度６強の地震を観測したことから、新潟県地震災害対策本部が設置された。19時20分、
緊急消防援助隊の派遣要請、21時5分、自衛隊の災害派遣要請が行われた。地震発生が土曜日だったこと、
24時間宿直体勢ではないことなどから、地震発生時には県庁舎はほとんど職員がいない状況であったが、新
潟市内は地震による被害はほとんどなかったことから、参集は比較的スムーズに行われた。
一方、被災自治体との情報連絡手段として想定していた衛星通信を利用した防災行政無線が停電のため、

19市町村で使用できなかった。同じく停電のため、11の市町村の震度情報が収集されなかった。初動期に、
情報が上がってこない市町村の被害情報を、積極的に取りに行く姿勢に欠けていた点は否めない。

表８ 新潟県の初動対応 
10月23日17:56 新潟県災害対策本部を設置 
10月23日18:57 小千谷地域消防本部から「新潟県広域消防相互応援協定」に基づく応援要請 
10月23日19:20 新潟県から総務省消防庁へ、緊急消防援助隊の派遣要請。 
10月23日21:05 新潟県から長岡市及び山古志村に対し自衛隊の災害派遣要請 
10月24日02:15 新潟県から、第九管区海上保安本部に対し、災害救助活動の派遣を要請 

10月23日、以下の市町村に対し、災害救助法の適用を決定。 
小千谷市・長岡市・十日町市・栃尾市・六日町・安塚町・中里村 

10月24日、以下の市町村に対し、追加適用を決定。 
柏崎市・見附市・中之島町・越路町・三島町・与板町・和島村・出雲崎町・山古志村・川口町・堀之内町・小
出町・湯之谷村・広神村・塩沢町・大和町・川西町・小国町・西山町・守門村・津南町・刈羽村 

10月27日、入広瀬村に対し、追加適用を決定。 
11月9日、以下の市町村に対し、追加適用を決定。 

三条市・加茂市・燕市・上越市・弥彦村・分水町・吉田町・巻町・月潟村・中之口村・栄町・寺泊町・高柳
町・浦川原村・松代町・松之山町・大島村・牧村・柿崎町・頚城村・吉川町・板倉町・清里村・三和村 
   （災害救助法適用市町村総数：10市27町17村（合併後48市町村）） 

10月26日、県内全市町村に対し、被災者生活再建支援法の適用を決定。（適用日：10月23日） 

3.2 川口町
 川口町は人口約5,700人、世帯数約1,600であり、職員数は91名である（うち役場付け職員は約70名程度）。
ライフラインは全部停止し、県とのホットラインである防災行政無線は停電のため使えなかった。
また、川口町には地震対応マニュアルがなく、庁舎は余震による倒壊のおそれから、町長の判断で庁舎内
への立ち入りは直後から禁止され、庁舎外のテントに災害対策本部が設置された。表９は川口町から入手し
た川口町の初動対応の記録である。これによれば、25日まで外部からの支援はほとんど入っておらず、その
後も１週間近くにわたって役場機能はほぼ失われていた。
結果的には応急危険度判定により建物の使用は問題ないことが判明（27日頃）し、庁舎内の片づけの実施

と電気の復旧を受けて、窓口業務が再開されるのは、地震から９日目の11月1日である。
庁舎内に設置されている地震計が記録した震度７の情報が災害対応には生かされていれば、約１週間近く
にわたって役場機能が停止するような事態は少なくとも避けられたと考えられる。



表９ 川口町の初動対応 
10月23日19:00 災害対策本部設置 
10月23日19:30 全戸に避難勧告 
10月25日 陸上自衛隊派遣される 
10月25日 独立行政法人国立病院機構他災害支援医療チーム 診療開始 
10月26日 8:55 川口１の一部に避難指示 
10月26日12:50 小高、向山地区の一部が避難所移動 
10月26日13:20 峠地区に避難指示（3世帯、16人） 
10月27日 魚野川河川敷に臨時入浴施設設置（28日午前10時より開放） 
10月27日 県議会現地視察 
10月27日 緊急車などの災害対応車両、発電機の給油開始 
10月27日 災害救助法適用の通知 
10月27日20:06 国道17号線小千谷方面一般車両通行止め解除 
10月27日 第１回本部会議（以後、毎日） 
10月28日17:30 川口１の一部避難指示を解除し、避難勧告に変更 
10月29日 陸上自衛隊宿営テント設置（町内７箇所、200張） 
10月29日 麻生総務大臣、松本政務官現地視察（小千谷市視察）。町長出席（川口町の被災状況を説明） 
10月30日 亀井静香元建設大臣現地視察 
10月30日 蓮実国土交通副大臣現地視察 
10月30日 川口町ボランティアセンター設置 
10月30日 ごみ収集開始 
10月30日 庁舎機能の回復 
10月31日 泉田新潟県知事現地視察 
10月31日 全町で電気が概ね復旧 
11月 1日 窓口業務の再開 

(1) 川口町役場前 
 

(3) 災害対策本部（テントの中） 

(2) 役場前に設置された川口町災害対策本部 
 

(4) 散乱した庁舎内 
写真１ 川口町役場の状況（10月28日午後、筆者撮影） 



4 避難者・避難所対応1)

4.1 大量の避難者の発生
 新潟県中越地震の行政対応上、大きな課題の１つは避難者及び避難所対策だった。当初の被害状況では住
家の全壊（流出含む）と半壊を足しても1,000棟に満たなかった（新潟県災害対策本部：10月28日8:00現在、
全壊293棟、半壊398棟）にもかかわらず、避難者は最大で10万3千人に及んだ。大量の避難者は、避難所の
運営や物資の供給など様々な面で行政負担を増大させた。一方、中越地震による死者は40人であるが、その
６割の24人が震災関連死であった。余震が多発する中での極度のストレスと疲労から、心筋梗塞や急性心不
全、ショック死、さらに、車中泊者の肺塞栓症（いわゆる、エコノミークラス症候群）がつぎつぎと発生し
た。大量の避難者対策は、命に関わる重要課題であった。

表10 被害（人的・住家）と人口・世帯数 

死者 行方不明 重傷 軽傷 全壊 半壊 一部損壊

人 人 人 人 棟数 棟数 棟数

新潟県 40 0 2,710 9,184 79,888 2,458,455 816,997
長岡市 6 0 825 4,155 32,946 192,322 67,821
小千谷市 12 0 58 674 662 974 10,000 41,296 12,383
十日町市 6 0 2 502 81 591 11,000 42,773 13,355
川口町 4 0 4 48 570 431 359 5,697 1,596

* 2004年12月6日9:00現在（新潟県報道発表資料　第77報） ** 2004年10月末現在(住民基本台帳より抜粋）

人口** 世帯数**

2,989
615

人的被害* 住家被害*

4.2 避難者・避難所対策
 新潟県は地震直後から公営・民間賃貸の借り上げ、温泉旅館の手配など、避難所以外のメニューを住民に
提示した。関連死が問題となり始めてからは、車中泊を減らす対策として自衛隊に協力を要請し天幕設営
（最大時約1,200張）を急きょ行うとともに、仮設トイレの増設など避難所環境の改善を進めた。

4.3 避難者数の推移
 新潟県中越地震の特徴の１つは余震活動が極めて活発だったことである。地震発生当日だけで震度１以上
を観測した地震の回数は160回を超え、10月23日～10月31日までに有感回数600回、最大震度５弱以上の余震
を14回記録した。図２は新潟県中越地震における避難者数と有感地震累積回数の推移を示している。余震活
動がある程度収束する地震から20日前後以降、避難者数も同様な傾向を示している。
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図２ 新潟県中越地震における避難者数と有感地震累積回数の推移 

図３は避難者が多かった長岡市、小千谷市、十日町市、川口町の避難者数、避難勧告者数と避難所数の推
移を示したものである。以下にこれらの市町の避難者数の特徴について見てみる。
避難者の大部分が自主避難である長岡市や小千谷市では、学校再開、避難所の縮小や食糧配給停止といっ
た事が、避難所から自宅に戻るきっかけとなった可能性がある。長岡市職員のヒアリングからも、そのこと
が裏付けられた。余震への注意が毎日のように行われたことから、自宅に戻るに戻れなかった、自宅に戻っ
ても大きな余震がありまた避難所に戻ってきた、といった避難者像がうかがえた。一方、地震直後から全世
帯に対して避難勧告が発令されていた十日町市や川口町では、学校再開と避難者数には関係は見られなかっ
たが、避難勧告解除が避難者減少に大きく影響していると言える。なお、本稿では取りあげなかったが、ラ
イフラインの復旧状況と避難者数の推移についても関係を見てみたが、学校再開や避難勧告解除ほどハッキ
リした関係は見られなかった。
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(3) 十日町市                   (4) 川口町 
図３ 新潟県中越地震における避難者数、避難勧告者数と避難所数の推移 

5 兵庫県被災地支援チーム
 兵庫県及び人と防災未来センターは、新潟県中越地震に対して地震翌日に先遣隊を派遣した。25日以降、
新潟県中越地震被災地支援チームとして、新潟県庁及び被災市町村を支援するために、第１次支援チーム８
人を派遣した。12月8日現在、新潟県に派遣された職員は延べ88人である。阪神・淡路大震災の経験と教訓
を伝えるとともに、アドバイザーとして災害対策本部会議に参加するなど、様々な形で新潟県の災害対応業
務を支援した。表11は、10月31日までに派遣された兵庫県被災地支援チームの活動状況を示している。
初動期に第１次支援チームが中心となって、新潟県に対して行ったアドバイス及び情報提供の主な内容は
以下の３点である。
①情報伝達・収集体制の強化：県災害対策本部と市町村の災害対策本部の情報伝達・収集体制を強化し、
被災自治体からのニーズや問題が迅速に把握できる体制を構築する。
②プロジェクトチームの設置：住宅再建・生活再建等の被災者支援を中心とした各種プロジェクトチー
ムを設置し、庁内横断的な組織で課題に取り組む。
③避難施設の多様化：民間賃貸の借り上げ、温泉旅館・ホテル等を手配し、地震に被災された高齢者等
の弱者を中心に避難していただく。

表11 10月31日までに派遣された兵庫県被災地支援チームの活動状況11) 
支援チーム 
第１次（10/25～31）  ８名：災害対策本部、住宅（仮設、危険度判定）、こころのケア・保険の支援 
第２次（10/26～28）  ３名：学校における避難所運営支援 
第３次（10/26～11/1） １名：避難所対策等の支援 
第４次（10/27～11/2） １名：災害対策本部の支援（人と防災未来センター職員追加） 
第５次（10/28～11/2） 11名：新潟県と被災市町村との情報伝達の指導等（市職員８名別途派遣） 
第６次（10/29～11/4） ５名：災害対策総括、生活復興、物資、産業・融資、学校再開等の支援 
第７次（10/31～11/7） ８名：第１次派遣職員の交替 

 
人と防災未来センター独自の被災地調査・支援 
先遣隊（10/24）    ２名：人と防災未来センター専任研究員による被害調査 
第２次調査（10/27～28）３名：人と防災未来センター長等による支援方策の調査等 
第３次調査（10/29～30）１名：人と防災未来センター専任研究員による調査・ボランティア団体との調整支援等 

6 まとめ
 本稿では、新潟県中越地震における行政対応の初動対応について報告した。阪神・淡路大震災以降、政府



機関の危機管理体制及び、自衛隊・消防、警察をはじめとする広域応援ネットワーク体制（本稿では取りあ
げなかった災害ボランティア組織等も含めて）は格段に整備されており、新潟県中越地震における初動対応
は極めて迅速だったと言える。一方で、地方自治体の災害対応については多くの課題が挙げられる。規模の
小さい自治体が大きな被害を受け、機能しなくなった際にどうするのか。その意味で、新潟県中越地震にお
ける国や兵庫県等の対応、すなわち被災直後に災害対応のノウハウを持った人材を現地に速やかに派遣し、
アドバイザーとして被災自治体を支援したことは、１つのモデルケースとしてしっかり検証する必要があろ
う。大規模災害時において下位機関が機能しなくなった際には、上位機関が積極的に業務を代行することを
含めて、災害対策基本法の中に位置づけていくことも必要ではなかろうか。
 また、復旧・復興フェーズではあるが新しい試みとして、「新潟県中越地震復旧・復興ＧＩＳプロジェク
ト（代表：京都大学防災研究所教授 林春男）」により、GIS を用いて一元的に関係機関の情報が集約され、
広く一般向けに情報提供がなされている12)。今後こういった仕組みが発展、整備され、初動対応フェーズか
ら活用されるようになれば、初動期の対応や関係機関の連携は一段と容易になるものと思われる。
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